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特  集

カーボンニュートラルに向けた
わが国のエネルギー戦略について

　いま、カーボンニュートラルに向けたさまざまな取り組みが国内外で展開されています。今回の特
集では、エネルギー、環境システムの専門家として、政府の各種審議会・委員会の委員を務めてき
た著者が、カーボンニュートラル実現のために重要な要素といわれる水素系エネルギーを中心に解
説します。
　直接的で目に見える利点を持つ対策や技術についてはもちろんのこと、定量的なシナリオ分析
による費用効率性やその背景にある課題についても探究。わが国のGX推進法や水素社会推進法、
CCS事業法についても触れるなど、科学者として、また政府戦略立案に参画する立場として多角的
視点から、注目すべき考え方を私たちに提示しています。

２
０
１
５
年
12
月
に
パ
リ
で
開
催
さ
れ
た
国
連
気
候
変
動
枠
組
条

約（
Ｕ
Ｎ
Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
）第
21
回
締
約
国
会
議（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
）に
お
い
て
、

２
０
２
０
年
以
降
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
削
減
枠
組
み
・
目
標
と
な

る
パ
リ
協
定
が
合
意
さ
れ
、
２
０
１
６
年
11
月
４
日
に
発
効
し
た
。

パ
リ
協
定
で
は
、
世
界
の
平
均
気
温
上
昇
を
産
業
革
命
以
前
比
で

２
℃
を
十
分
下
回
る
よ
う
に
し
、
１
・
５
℃
未
満
も
追
求
す
る
と
さ

れ
た
。
２
０
２
１
年
11
月
に
は
第
26
回
締
約
国
会
議（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
26
）が

英
国
グ
ラ
ス
ゴ
ー
で
開
催
さ
れ
、
世
界
の
平
均
気
温
の
上
昇
を
１
・

５
℃
に
抑
え
る
努
力
を
追
求
す
る
こ
と
を
決
意
す
る
と
合
意
し
、
そ

の
後
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
に
お
い
て
も
１
・
５
℃
目
標
を
目
指
す
こ
と
が
確
認

さ
れ
て
い
る
。

日
本
政
府
も
２
０
２
０
年
10
月
、
菅
首
相（
当
時
）が
所
信
表
明
演
説

で「
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
を

目
指
す
」と
宣
言
し
た
。
ま
た
、
２
０
２
１
年
4
月
に
は
、
２
０
３
０

年
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
46
％
減
、
さ
ら
に
50
％
減
の
高
み
を

目
指
す
と
従
前
の
目
標
か
ら
深
掘
り
を
行
っ
た
。
２
０
２
１
年
10
月

に
は
、
第
6
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
が
閣
議
決
定
さ
れ
る
と
と
も

に
地
球
温
暖
化
対
策
計
画
、
パ
リ
協
定
に
基
づ
く
成
長
戦
略
と
し
て

の
長
期
戦
略
に
つ
い
て
も
そ
れ
ぞ
れ
改
定
し
閣
議
決
定
さ
れ
た
。

こ
の
よ
う
に
国
内
外
で
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
の
大
幅
な
削
減
に
向

け
た
取
り
組
み
が
加
速
し
て
い
る
。
他
方
、
国
内
外
で
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
（
以
下
、
再
エ
ネ
）は
大
き
く
導
入
さ
れ
て
き
た
も
の
の
、

世
界
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
は
引
き
続
き
増
大
し
続
け
て
い
る
。

こ
れ
は
、
先
進
国
で
は
排
出
削
減
が
進
ん
で
い
る
も
の
の
、
鉄
鋼
や

化
学
な
ど
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
多
消
費
産
業
が
先
進
国
か
ら
途
上
国
へ
と

移
転
し
、
そ
の
排
出
量
が
大
き
く
増
大
し
て
い
る
た
め
で
あ
る
。
先

進
国
で
化
石
燃
料
使
用
量
が
減
っ
て
も
、
途
上
国
で
化
石
燃
料
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
を
使
っ
て
製
品
製
造
を
行
い
、
そ
の
製
品
を
先
進
国
が
購

入
す
る
構
造
に
な
っ
て
い
る
。
グ
ロ
ー
バ
ル
に
、
産
業
で
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
を
含
め
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
求
め

ら
れ
て
い
る
。

本
稿
で
は
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に
向
け
た
対
策
の
方

向
性
、
と
り
わ
け
産
業
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に
向
け
て

重
要
と
な
る
水
素
や
水
素
系
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
役
割
に
つ
い
て
述
べ
る

こ
と
と
し
た
い
。
ま
た
、
こ
れ
ら
に
関
連
す
る
政
府
の
政
策
動
向
な

ど
に
つ
い
て
も
紹
介
す
る
。

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
て
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

供
給
の
視
点
で
記
載
し
た
の
が【
図
1
】（
6
ペ
ー
ジ
）で
あ
る
。
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
脱
炭
素
化
が
不
可
欠
で
あ
る

が
、
脱
炭
素
化
に
貢
献
し
得
る
各
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
は
、
技
術
的
、
社

会
的
、
経
済
的
な
制
約
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、
全
体
コ
ス
ト
の
最
小

化
の
視
点
も
踏
ま
え
る
と
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
実
現
に
お
い
て
も
重
要
で
あ
る
。
個
別
技
術
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

（公財）地球環境産業技術研究機構（RITE）　システム研究グループリーダー・主席研究員　秋
あき

元
もと

 圭
けい

吾
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ボ
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ニ
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ボ
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ニ
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【図１】
カーボンニュートラルに向けた対応概要：一次エネルギー供給

出典：筆者作成

【国内の一次エネルギー供給】
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を
超
え
て
、
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
経
済
、
サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
経
済
の
実
現
を

も
た
ら
す
よ
う
な
、
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン

（
Ｄ
Ｘ
）に
よ
る
社
会
変
革
が
重
要
に
な
っ
て
く
る
と
考
え
ら
れ
る
。

そ
の
上
で
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
は
、
原
則
、
再
エ
ネ
、
原

子
力
、
Ｃ
Ｏ
２
回
収
貯
留（
Ｃ
Ｃ
Ｓ
）付
き
の
化
石
燃
料
の
み
で
構
成

す
る
こ
と
が
必
要
と
な
る
。
そ
し
て
、
最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て

は
、
電
化
を
進
め
る
こ
と
が
重
要
な
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
対
策

と
な
る
。
電
力
は
原
子
力
や
再
エ
ネ
な
ど
の
直
接
的
な
対
策
が
あ
る

一
方
、
非
電
力
は
こ
の
後
に
説
明
す
る
水
素
系
エ
ネ
ル
ギ
ー
な
ど
へ

の
転
換
が
必
要
な
た
め
、
高
コ
ス
ト
に
な
り
や
す
い
。
そ
の
た
め
、

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
給
湯
器
や
電
気
自
動
車
な
ど
、
電
化
を
促
進
す
る
こ

と
は
重
要
で
あ
る
。
他
方
、
電
化
に
不
向
き
な
高
温
の
需
要
用
途
も

多
く
存
在
す
る
こ
と
か
ら
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
種
を
適
切
に
組
み
合
わ
せ

て
い
く
こ
と
が
重
要
と
な
る
。

し
か
し
、
太
陽
光
や
風
力
発
電
な
ど
変
動
性
再
エ
ネ
は
、
大
量
に

導
入
す
る
と
時
間
帯
に
よ
っ
て
は
余
剰
に
な
る
こ
と
が
多
い
た
め
、

蓄
電
池
な
ど
へ
の
貯
蔵
と
と
も
に
、
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換
も

重
要
な
対
策
と
な
り
得
る
。
た
だ
し
、
国
内
の
太
陽
光
、
風
力
発
電

は
、
一
般
的
に
海
外
に
比
べ
て
コ
ス
ト
や
量
の
制
約
が
大
き
い
た

め
、
経
済
合
理
性
の
点
か
ら
、
海
外
の
再
エ
ネ
由
来
の
電
力
を
利
用

し
て
生
成
さ
れ
た
水
素
や
Ｃ
Ｃ
Ｓ
付
き
の
化
石
燃
料
を
転
換
し
た
水

素
を
活
用
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る（
前
者
は
グ
リ
ー
ン
水
素
、
後

者
は
ブ
ル
ー
水
素
と
も
呼
ば
れ
る
）。

さ
ら
に
、
利
便
性
を
高
め
る
た
め
、
窒
素
や
回
収
し
た
Ｃ
Ｏ
２
の

炭
素
を
水
素
に
付
加
し
て
、
ア
ン
モ
ニ
ア
や
合
成
メ
タ
ン（
e

-メ
タ

ン
）※
１

、
合
成
液
体
燃
料（
e
-f
u
e
l
）※
２
に
し
て
利
用
す
る
こ
と

も
重
要
性
が
高
い
と
考
え
ら
れ
る
。
e

-メ
タ
ン
や
e

-f
u
e
l

は
、
水
素
の
直
接
的
な
利
用
に
比
べ
て
、
Ｃ
Ｏ
２
を
回
収
し
合
成
す

る
プ
ロ
セ
ス
が
追
加
的
に
必
要
な
も
の
の
、
水
素
を
直
接
運
ぶ
た
め

に
液
化
水
素
な
ど
に
す
る
よ
り
も
、
安
価
に
運
ぶ
こ
と
が
で
き
る
。

ま
た
、
既
存
の
ガ
ス
・
石
油
イ
ン
フ
ラ
、
そ
し
て
既
存
の
ガ
ス
機
器

や
内
燃
機
関
自
動
車
な
ど
を
利
用
し
な
が
ら
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
を
実
現
で
き
る
と
い
う
長
所
が
あ
る
。

い
ず
れ
に
し
て
も
、
水
素
や
水
素
系
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
、
電
力
同

様
、
二
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
さ
ま
ざ
ま
な
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
か
ら

製
造
で
き
、
ま
た
多
く
の
利
用
先
が
あ
り
、
そ
し
て
実
質
Ｃ
Ｏ
２
ゼ

ロ
排
出
を
実
現
し
得
る
。

他
方
、
分
散
的
な
排
出
源
な
ど
、
水
素
系
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
が

技
術
的
、
コ
ス
ト
的
に
難
し
い
部
門
も
存
在
し
得
る
。
そ
の
た
め
、

負
排
出
を
実
現
す
る
Ｃ
Ｏ
２
除
去
技
術（
C
D
R
）の
活
用
も
重
要
と

み
ら
れ
る
。
気
候
変
動
に
関
す
る
政
府
間
パ
ネ
ル（
I
P
C
C
）の
最

新
報
告
書
で
も
、「
Ｃ
Ｏ
２
ま
た
は
G
H
G（
温
室
効
果
ガ
ス
）の
正
味

ゼ
ロ
を
達
成
し
よ
う
と
す
る
な
ら
ば
、
削
減
が
困
難
な
残
余
排
出

量
を
相
殺
す
る
Ｃ
Ｄ
Ｒ
の
導
入
は
避
け
ら
れ
な
い
」と
し
て
い
る
。

Ｃ
Ｄ
Ｒ
に
は
植
林
や
鉱
物
化
な
ど
が
あ
り
、
こ
れ
ら
は
相
対
的
に

は
安
価
な
費
用
で
実
現
で
き
る
可
能
性
が
あ
り
重
要
な
対
策
で
あ

る
が
、
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
限
定
的
な
た
め
、
Ｃ
Ｃ
Ｓ
付
き
バ
イ
オ
エ

ネ
ル
ギ
ー
（
Ｂ
Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
）や
大
気
中
Ｃ
Ｏ
２
直
接
回
収
貯
留（
Ｄ
Ａ

Ｃ
Ｃ
Ｓ
）の
活
用
も
重
要
度
が
高
い
と
考
え
ら
れ
る
。

再
エ
ネ
は
、
世
界
的
に
は
発
電
コ
ス
ト
が
急
速
に
低
減
し
、
化
石

燃
料
発
電
と
比
べ
て
も
コ
ス
ト
競
争
力
の
あ
る
電
源
と
な
っ
て
き
て
お

り
、
導
入
量
が
急
増
し
て
き
た
。
わ
が
国
に
お
い
て
も
、
２
０
１
２

年
7
月
の
再
エ
ネ
の
固
定
価
格
買
取
制
度（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
）の
導
入
以

降
、
再
エ
ネ
は
約
３
倍
に
増
加
し
た
が
、
こ
れ
は
欧
州
や
世
界
平
均

を
大
き
く
上
回
る
も
の
で
あ
る
。
日
本
は
平
地
が
少
な
い
た
め
、
平

地
面
積
あ
た
り
の
太
陽
光
の
導
入
容
量
は
主
要
国
の
中
で
は
世
界
一

と
な
っ
て
い
る
。
再
エ
ネ
は
希
薄
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
活
用
す
る
た

め
、
ど
う
し
て
も
大
き
な
土
地
面
積
が
必
要
と
な
る
。
そ
の
た
め
、

一
部
で
は
不
適
切
な
設
置
な
ど
も
み
ら
れ
、
地
域
と
の
共
生
を
図
っ

た
設
置
が
重
要
に
な
っ
て
き
て
い
る
。

ま
た
、
太
陽
光
や
風
力
発
電
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
は
、
需
要
地
と
離

れ
た
と
こ
ろ
に
大
き
い
た
め
、
送
電
線
の
増
強
が
必
要
と
な
る
。
ま

た
、
太
陽
光
や
風
力
発
電
は
変
動
性
再
エ
ネ
で
あ
る
が
、
電
力
は

時
々
刻
々
、
需
要
と
供
給
を
バ
ラ
ン
ス
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

太
陽
光
、
風
力
発
電
が
大
量
に
導
入
さ
れ
る
と
、
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
の

火
力
発
電
、
揚
水
発
電
、
蓄
電
池
、
さ
ら
に
は
電
力
か
ら
水
素
に
転

換
す
る
な
ど
、
需
要
と
供
給
を
バ
ラ
ン
ス
さ
せ
る
方
策
が
必
要
と
な

る
。
現
状
で
は
、
こ
れ
ら
に
は
大
き
な
費
用
を
要
す
る
と
み
ら
れ

る
。
よ
っ
て
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に
向
け
て
、
再
エ
ネ

の
拡
大
は
必
須
で
あ
る
も
の
の
、
費
用
抑
制
の
点
か
ら
も
、
ま
た
エ

ネ
ル
ギ
ー
安
定
供
給
・
安
全
保
障
の
点
か
ら
も
、
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ

た
エ
ネ
ル
ギ
ー
構
成
を
図
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

Ｃ
Ｃ
Ｓ
も
有
望
な
対
策
オ
プ
シ
ョ
ン
で
あ
る
。
Ｃ
Ｃ
Ｓ
は
、
発
電

所
や
製
鉄
所
な
ど
か
ら
排
出
さ
れ
る
Ｃ
Ｏ
２
を
回
収
し
て
、
地
中
深
く

（
地
下
１
０
０
０
ｍ
〜
3
0
0
0
ｍ
程
度
）に
貯
留
す
る
こ
と
で
、

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
達
成
す
る
も
の
で
あ
る
。
Ｃ
Ｏ
２
は
も
と

も
と
、
石
油
や
ガ
ス
な
ど
の
形
で
地
中
深
く
に
あ
っ
た
も
の
で
あ
る

が
、
簡
単
に
い
え
ば
、
Ｃ
Ｏ
２
の
形
で
地
中
に
戻
す
イ
メ
ー
ジ
を
持
て



【表１】

【図２】

＃2021年12月末までに提出されたNDCの2030年排出削減目標を反映
＊排出経路については Orderly 1.5℃と近い

パリ協定長期目標準拠の複数のシナリオ想定

出典：RITE「カーボンニュートラルに向けたトランジションロードマップの策定（2023年度版）」
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ば
よ
い
。
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
の
た
め
に
は
Ｃ
Ｃ
Ｓ
も

必
須
と
み
ら
れ
る
。
た
だ
し
、
日
本
の
場
合
、
海
外
に
比
べ
、
Ｃ
Ｏ
２

貯
留
に
適
し
た
地
層
が
相
対
的
に
は
少
な
い
こ
と
な
ど
か
ら
、
排
出

量
と
比
べ
て
貯
留
可
能
量
は
相
対
的
に
は
小
さ
い
と
み
ら
れ
る
。

よ
っ
て
、
回
収
し
た
Ｃ
Ｏ
２
を
海
外
で
貯
留
す
る
こ
と
も
可
能
性
と

し
て
は
追
求
し
つ
つ
、
オ
プ
シ
ョ
ン
を
幅
広
く
持
ち
な
が
ら
対
策
を

考
え
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

い
ず
れ
に
し
て
も
、
現
状
で
は
万
能
な
技
術
は
存
在
し
て
い
な
い
。

ま
た
、
各
種
技
術
の
将
来
見
通
し
や
社
会
的
な
制
約
な
ど
に
つ
い
て

不
確
実
性
が
大
き
い
。
第
6
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
で
は「
あ
ら
ゆ

る
選
択
肢
を
追
求
す
る
」と
さ
れ
て
い
る
が
、
広
い
技
術
オ
プ
シ
ョ
ン

を
考
え
、
技
術
中
立
で
対
策
を
考
え
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

万
能
な
技
術
は
存
在
し
な
い
た
め
、
さ
ま
ざ
ま
な
技
術
を
組
み
合

わ
せ
、
で
き
る
限
り
安
価
な
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
実
現
し
て
い

く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
高
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
は
、
ほ
か
の
消
費
を

押
し
下
げ
、
経
済
成
長
を
妨
げ
て
し
ま
う
。
ま
た
、
他
国
と
の
相
対

的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
も
重
要
で
あ
る
。
日
本
や
一
部
の
先
進
国
だ
け

が
高
い
対
策
を
と
れ
ば
、
日
本
な
ど
で
は
Ｃ
Ｏ
２
排
出
が
減
っ
た
と
し

定
量
的
な
シ
ナ
リ
オ
分
析
例

定
量
的
な
シ
ナ
リ
オ
分
析
例

て
も
、
よ
り
安
価
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
入
手
で
き
る
国
に
製
造
業
の
生
産

拠
点
が
移
り
、
世
界
全
体
で
は
Ｃ
Ｏ
２
排
出
が
減
ら
な
い
と
い
う
事
態

に
な
り
か
ね
な
い
が
、
そ
れ
は
回
避
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

そ
こ
で
、
筆
者
ら
が
開
発
し
て
き
た「
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
温
暖
化
対

策
評
価
モ
デ
ル
Ｄ
Ｎ
Ｅ
21
+
」を
用
い
て
、
パ
リ
協
定
長
期
目
標
の

２
℃
や
１
・
５
℃
目
標
、
そ
し
て
、
日
本
で
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
実
現
す
る
際
に
、
費
用
を
抑
制
す
る
対
策
に
つ
い

て
分
析
し
た
シ
ナ
リ
オ
例
を
示
す
こ
と
と
し
た
い
。

【
表
1
】は
分
析
に
お
い
て
想
定
し
た
シ
ナ
リ
オ
で
あ
る
。
将
来
の

技
術
の
不
確
実
性
は
大
き
く
、
こ
こ
で
示
し
た
想
定
以
外
の
シ
ナ
リ

オ
も
多
数
考
え
ら
れ
る
が
、
典
型
的
な
シ
ナ
リ
オ
と
そ
の
幅
と
し
て

理
解
さ
れ
た
い
。
想
定
シ
ナ
リ
オ
の
う
ち
、O

rderly

シ
ナ
リ
オ
は
全

世
界
で
排
出
削
減
の
規
律
が
と
れ
た
世
界
観
で
あ
り
、
ま
た
再
エ
ネ

の
コ
ス
ト
低
減
を
よ
り
大
き
く
想
定
し
た
シ
ナ
リ
オ
で
あ
る
。
他

方
、D

isorderly

シ
ナ
リ
オ
は
不
規
律
な
世
界
観
で
あ
る
。
こ
れ
に

加
え
て
、
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関（
Ｉ
Ｅ
Ａ
）のN

etZero
by2050

（
Ｎ
Ｚ
Ｅ
）に
近
い
シ
ナ
リ
オ
と
し
て
、
Ｃ
Ｄ
Ｒ
へ
の
依
拠
が
少
な
い

シ
ナ
リ
オ
を
想
定
し
て
い
る
。

な
お
、
日
本
に
つ
い
て
は
、
い
ず
れ
の
シ
ナ
リ
オ
に
お
い
て
も
、

２
０
５
０
年
の
総
発
電
電
力
量
に
占
め
る
原
子
力
比
率
の
上
限
を
10
％

で
想
定
し
て
い
る
。
仮
に
こ
の
上
限
の
想
定
を
緩
和
す
れ
ば
、
原
子
力

は
こ
れ
ら
の
排
出
削
減
目
標
の
下
で
は
費
用
を
抑
制
す
る
対
策
で
あ
る
。

【
図
２
】に
、
日
本
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
量
を
示
す
。
日
本
は
、

水
素
、
ア
ン
モ
ニ
ア
、
e
-メ
タ
ン
や
e
-f
u
e
l
な
ど
の
水
素
系
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
多
く
を
輸
入
し
て
利
用
す
る
こ
と
が
費
用
対
効
果
が
高
い

※
１ 

ｅ
︲
メ
タ
ン
／
グ
リ
ー
ン
水
素
な
ど
の
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
を
原
料
と
し
て
製
造
さ
れ
た
合

成
メ
タ
ン（
日
本
ガ
ス
協
会
Ｈ
Ｐ
よ
り
）

※
2 

ｅ
︲
ｆ
ｕ
ｅ
ｌ
／
再
エ
ネ
由
来
の
水
素
を
用
い
、
発
電
所
や
工
場
な
ど
か
ら
回
収
し
た
C
O
2

を

利
用
し
た
合
成
燃
料（
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
Ｈ
Ｐ
よ
り
）



【図３】

【図４】
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と
評
価
さ
れ
て
い
る
。
日
本
は
、
水
素
系
エ
ネ
ル
ギ
ー
製
造
に
必
要
な
、

再
エ
ネ（
グ
リ
ー
ン
水
素
）や
Ｃ
Ｏ
２
貯
留（
ブ
ル
ー
水
素
）の
ポ
テ
ン

シ
ャ
ル
が
海
外
に
比
べ
大
き
く
な
く
、
ま
た
コ
ス
ト
も
高
い
た
め
、
大

量
の
利
用
に
は
海
外
か
ら
の
輸
入
が
経
済
合
理
的
に
な
り
や
す
い
。
た

だ
し
、
２
０
５
０
年
に
２
０
１
３
年
比
▲
70
％
程
度
の
排
出
削
減
を
行

う
O
r
d
e
r
l
y
2
・
0
℃
に
お
い
て
は
、
そ
れ
ら
の
量
は
相
対

的
に
少
な
く
、
世
界
全
体
で
の
2
℃
目
標
達
成
の
た
め
に
は
他
国
で

排
出
削
減
を
深
掘
り
す
る
こ
と
が
全
体
と
し
て
費
用
対
効
果
が
高
く
、

Ｃ
Ｃ
Ｓ
な
し
の
石
炭
や
ガ
ス
の
供
給
が
残
っ
て
い
る
。

【
図
３
】は
発
電
電
力
量
の
展
望
で
あ
る
。
電
化
を
促
進
す
る
た
め
、

と
り
わ
け
厳
し
い
排
出
削
減
シ
ナ
リ
オ
の
下
で
は
総
発
電
電
力
量
が

増
加
す
る
。
太
陽
光
発
電
な
ど
の
再
エ
ネ
の
普
及
拡
大
や
Ｃ
Ｃ
Ｓ
の

利
用
の
ほ
か
、
輸
入
し
た
水
素
・
ア
ン
モ
ニ
ア
に
よ
る
発
電
を
行
う

こ
と
に
よ
り
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
削
減
を
進
め
る
こ
と
が
費
用
効
率
的
な
対

策
と
評
価
さ
れ
る
。
再
エ
ネ
の
コ
ス
ト
低
減
を
大
き
く
想
定
し
た
、

O
rderly

2
・
0
℃
、O

rderly

１・５
℃
と
１・５
℃
‒
Ｃ
Ｏ
２
‒
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
再
エ
ネ
の
比
率
が
い
っ
そ
う
高

ま
っ
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
近
年
、
大
規
模
な
太
陽
光
発
電
や
陸
上

風
力
発
電
の
設
置
が
難
し
く
な
っ
て
き
て
い
る
。
地
域
と
共
生
し
つ
つ
、

社
会
制
約
を
克
服
し
て
、
経
済
計
算
で
試
算
さ
れ
る
、
こ
の
よ
う
に
大

幅
な
拡
大
が
可
能
か
は
議
論
の
余
地
が
あ
る
だ
ろ
う
。

水
素
供
給
に
つ
い
て
は
、
再
エ
ネ
の
コ
ス
ト
低
減
を
大
き
く
想
定
し

た
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
国
内
で
の
水
電
気
分
解
に
よ
る
製
造
も
み
ら
れ
る

が
、
そ
の
ほ
か
の
シ
ナ
リ
オ
で
は
も
っ
ぱ
ら
海
外
か
ら
の
輸
入
と
な
っ

て
い
る
。
利
用
用
途
に
つ
い
て
は
、
２
０
３
０
年
や
２
０
４
０
年
に
お

日
本
政
府
の

日
本
政
府
の
G
X
G
X
政
策
動
向

政
策
動
向

い
て
は
発
電
で
の
利
用
が
多
い
が
、
２
０
５
０
年
に
な
る
と
鉄
鋼
部
門

の
水
素
直
接
還
元
製
鉄
で
の
利
用
が
多
く
な
る
。
ア
ン
モ
ニ
ア
に
つ
い

て
は
、
海
外
で
製
造
し
た
ブ
ル
ー
ア
ン
モ
ニ
ア
※
３
の
発
電
部
門
で
利
用

が
多
い
が
、
石
油
化
学
部
門
な
ど
、
産
業
部
門
で
の
利
用
も
み
ら
れ
る
。

e

-メ
タ
ン
は
、
民
生
部
門
や
そ
の
他
産
業
部
門
で
利
用
さ
れ
る
ほ
か
、

発
電
部
門
で
も
利
用
さ
れ
て
い
る
。
e

-メ
タ
ン
、
e

-f
u
e
l
は
、

水
素
直
接
に
比
べ
て
、
輸
送
コ
ス
ト
に
も
利
点
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
と

り
わ
け
再
エ
ネ
コ
ス
ト
が
安
価
な
海
外
で
製
造
し
、
国
内
ま
で
輸
送

し
て
利
用
す
る
の
が
費
用
対
効
果
が
高
い
と
評
価
さ
れ
や
す
い
。

【
図
4
】は
産
業
部
門
の
最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
で
あ
る
。
鉄
鋼

は
現
在
、
高
炉
・
転
炉
法
で
石
炭
の
高
効
率
な
利
用
が
な
さ
れ
て
い

る
が
、
２
０
４
０
年
頃
に
は
鉄
鋼
部
門
で
の
水
素
活
用
が
必
要
に

な
っ
て
く
る
ほ
か
、
水
素
や
ア
ン
モ
ニ
ア
、
e

-メ
タ
ン
利
用
の
必
要

性
も
示
唆
さ
れ
る
。

日
本
政
府
は
、
２
０
２
２
年
2
月
の
ロ
シ
ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ

侵
攻
に
よ
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
定
供
給
の
確
保
が
世
界
的
に
大
き
な

課
題
と
な
る
中
、
Ｇ
Ｘ
を
通
じ
て
脱
炭
素
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
定
供
給
、

経
済
成
長
の
3
つ
を
同
時
に
実
現
す
る
と
し
て
き
て
い
る
。
そ
し
て
、

２
０
２
３
年
2
月
に「
Ｇ
Ｘ
実
現
に
向
け
た
基
本
方
針
」を
閣
議
決
定

※
３ 

ブ
ル
ー
ア
ン
モ
ニ
ア
／
天
然
ガ
ス
や
石
炭
を
原
料
と
し
て
開
発
・
製
造
段
階
で
生
じ
る
Ｃ
Ｏ
２

を
C
C
U
⁄
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
や
C
C
S
に
よ
っ
て
回
収
し
た
ア
ン
モ
ニ
ア（
資
源
エ
ネ

ル
ギ
ー
庁
Ｈ
Ｐ
よ
り
）



【図５】
水素・アンモニアなどの製造、輸送・貯蔵、利用と価格差支援、拠点整備支援の関係

出典：経済産業省 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 水素・アンモニア政策小委員会 資料1（2023年11月28日）より
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/012_01_00.pdf
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秋あ
き
も
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圭け
い

吾ご

（
公
財
）地
球
環
境
産
業
技
術
研
究
機
構（
Ｒ
Ｉ
Ｔ
Ｅ
）　

シ
ス
テ
ム
研
究
グ
ル
ー
プ
リ
ー
ダ
ー
・
主
席
研
究
員

横
浜
国
立
大
学 

大
学
院
工
学
研
究
科
電
子
情
報
工
学
専
攻 

博
士
課
程
後
期
修
了
、
博
士（
工

学
）。
地
球
環
境
産
業
技
術
研
究
機
構
入
所（
1
9
9
9
）。
2
0
0
7
年
よ
り
同
シ
ス
テ
ム
研

究
グ
ル
ー
プ
リ
ー
ダ
ー
・
副
主
席
研
究
員
、
2
0
1
2
年
よ
り
現
職
。
こ
の
間
、
2
0
1
0
～

2
0
1
4
年 

東
京
大
学 

大
学
院
総
合
文
化
研
究
科　

客
員
教
授
兼
務
、
2
0
2
2
年
11
月
よ

り
東
京
工
業
大
学 

科
学
技
術
創
成
研
究
院 

特
任
教
授
兼
務
な
ど
。
経
済
産
業
省 

総
合
資
源

エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会 

電
力
・
ガ
ス
基
本
政
策
小
委
員
会
、
水
素
・
ア
ン
モ
ニ
ア
政
策
小
委
員

会 

他
、
産
業
構
造
審
議
会
、
調
達
価
格
等
算
定
委
員
会
、
内
閣
官
房 

Ｇ
Ｘ
実
現
に
向
け
た
専

門
家
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
委
員
を
は
じ
め
、
政
府
審
議
会
・
研
究
会
委
員
多
数
。
I
P
C
C

第
5
次
お
よ
び
第
６
次
評
価
報
告
書
代
表
執
筆
者
。
専
門
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
工
学
。

し
、
同
年
5
月
に「
脱
炭
素
成
長
型
経
済
構
造
へ
の
円
滑
な
移
行
の

推
進
に
関
す
る
法
律（
Ｇ
Ｘ
推
進
法
）」が
成
立
し
た
。

Ｇ
Ｘ
推
進
法
で
は
、
①
Ｇ
Ｘ
推
進
戦
略
の
策
定
・
実
行
、
②
Ｇ
Ｘ

経
済
移
行
債
の
発
行
、
③
成
長
志
向
型
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の

導
入
な
ど
が
規
定
さ
れ
た
。
20
兆
円
規
模
の
Ｇ
Ｘ
経
済
移
行
債
を
発

行
し
、
そ
れ
を
呼
び
水
と
し
て
、
官
民
あ
わ
せ
て
1
5
0
兆
円
規
模

の
Ｇ
Ｘ
投
資
を
促
し
て
い
く
方
針
と
な
っ
て
い
る
。

そ
し
て
、
２
０
２
４
年
5
月
に
は「
脱
炭
素
成
長
型
経
済
構
造
へ

の
円
滑
な
移
行
の
た
め
の
低
炭
素
水
素
等
の
供
給
及
び
利
用
の
促
進

に
関
す
る
法
律（
水
素
社
会
推
進
法
）」と「
二
酸
化
炭
素
の
貯
留
事
業

に
関
す
る
法
律（
C
C
S
事
業
法
）」が
成
立
し
た
。

水
素
社
会
推
進
法
で
は
、
Ｇ
Ｘ
を
進
め
る
た
め
の
カ
ギ
と
な
る
エ
ネ

ル
ギ
ー
・
原
材
料
と
し
て
、
安
全
性
を
確
保
し
な
が
ら
、
低
炭
素
水

素
な
ど
の
活
用
を
促
進
す
る
こ
と
が
不
可
欠
と
し
た
上
で
、
国
が
前

面
に
立
っ
て
、
低
炭
素
水
素
な
ど
の
供
給
・
利
用
を
早
期
に
促
進
す

る
た
め
、
基
本
方
針
の
策
定
、
需
給
両
面
の
計
画
認
定
制
度
の
創
設
、

計
画
認
定
を
受
け
た
事
業
者
に
対
す
る
支
援
措
置
や
規
制
の
特
例
措

置
を
講
じ
る
と
と
も
に
、
低
炭
素
水
素
な
ど
の
供
給
拡
大
に
向
け
て
、

水
素
な
ど
を
供
給
す
る
事
業
者
が
取
り
組
む
べ
き
判
断
基
準
の
策
定

な
ど
の
措
置
を
講
じ
る
と
し
て
い
る
。
計
画
認
定
を
受
け
た
事
業
者

は
、
化
石
燃
料
と
水
素
な
ど
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
の
価
格
差
の
補
填
や
、

水
素
な
ど
の
拠
点
整
備
な
ど
に
つ
い
て
、（
独
法
）エ
ネ
ル
ギ
ー
・
金
属

鉱
物
資
源
機
構（
J
O
G
M
E
C
）を
通
し
て
政
府
か
ら
の
助
成
金
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
。
水
素
な
ど
の
価
格
差
支
援
や
拠
点

整
備
支
援
の
対
象
範
囲
は【
図
5
】の
よ
う
に
検
討
が
な
さ
れ
て
い
る
。

ま
と
め

ま
と
め

２
０
５
０
年
頃
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に
向
け
て
、
日
本

も
世
界
主
要
国
も
対
応
を
と
っ
て
き
て
い
る
。
そ
の
た
め
に
も
、
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
へ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
円
滑
な
移
行
が
必
要

で
あ
る
。
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
再
エ
ネ
、
原
子
力
、
C
C
S
・
C
D
R
、

そ
し
て
、
そ
れ
ら
の
活
用
を
促
す
、
蓄
電
池
、
水
素
や
水
素
系
エ
ネ
ル

ギ
ー
（
ア
ン
モ
ニ
ア
、
e

-メ
タ
ン
、
e

-f
u
e
l
な
ど
）、
蓄
熱
な
ど
、

複
合
的
な
対
策
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

世
界
は
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
そ
し
て
自
国
の
競
争
力
強

化
に
向
け
て
、
技
術
開
発
・
普
及
の
新
た
な
競
争
と
な
っ
て
い
る
。
世

界
の
厳
し
い
競
争
の
中
で
劣
後
す
る
こ
と
な
く
、
い
ち
早
く
、
よ
り
よ

い
技
術
を
よ
り
安
価
に
提
供
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
他
方
、
他
産
業
に
お
け
る
需
要
創
出
の
予
見
性
、
そ
し
て
全
体

と
し
て
の
政
府
支
援
と
一
体
と
な
っ
た
対
応
が
重
要
と
考
え
ら
れ
る
。

し
か
し
な
が
ら
一
方
で
、
公
式
的
な
２
０
５
０
年
頃
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
実
現
目
標
と
現
実
に
は
大
き
な
ギ
ャ
ッ
プ
が
存
在
し
て
い
る
。

さ
ま
ざ
ま
な
オ
プ
シ
ョ
ン
を
有
し
、
あ
る
程
度
の
柔
軟
性
を
持
ち
な
が

ら
、
意
欲
的
な
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
目
標
実
現
に
官
民
、
そ
し
て
社

会
全
体
が
一
体
と
な
っ
て
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

水
素
系
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
限
っ
て
も
、
政
府
は
Ｇ
Ｘ
経
済
移
行
債
を

財
源
に
、
水
素
系
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
価
格
差
補
填
や
拠
点
整
備
の
助
成

金
に
よ
っ
て
、
そ
の
普
及
を
促
そ
う
と
し
て
い
る
。
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
実
現
の
た
め
に
は
、
水
素
系
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
は
必
須
と
み

ら
れ
る
。
政
府
の
補
助
金
を
て
こ
に
し
て
、
水
素
系
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

開
発
そ
し
て
産
業
へ
の
展
開
を
図
り
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に

向
け
て
の
国
際
的
な
競
争
に
勝
っ
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

他
方
、
少
な
く
と
も
現
状
で
は
、
水
素
系
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
い
ず
れ

も
か
な
り
高
価
で
あ
る
。
政
府
の
補
助
金
も
き
わ
め
て
大
き
な
金
額

が
必
要
と
な
る
た
め
、
水
素
の
価
格
が
大
き
く
下
が
っ
て
い
か
な
け

れ
ば
、
Ｇ
Ｘ
経
済
移
行
債
と
い
う
国
債
の
負
担
は
将
来
世
代
に
大
き

く
の
し
か
か
っ
て
い
く
。
仮
に
コ
ス
ト
が
下
が
ら
な
い
ま
ま
、
補
助

を
打
ち
切
れ
ば
、
水
素
系
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
利
用
し
て
製
造
さ
れ
た
製

品
の
価
格
が
上
昇
し
、
海
外
と
の
製
品
の
価
格
差
が
広
が
り
、
日
本

の
製
品
は
価
格
競
争
力
を
失
う
リ
ス
ク
も
存
在
し
て
い
る
。
リ
ス
ク

を
適
切
に
認
識
し
つ
つ
も
、
国
内
外
の
事
業
機
会
の
拡
大
に
つ
な
げ

る
べ
く
、
水
素
系
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
含
め
た
Ｇ
Ｘ
の
実
現
に
向
け
た
取

り
組
み
が
加
速
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
し
た
い
。


